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１ 研究の目的と視座 

 

 市場の不確実性が増加したとき、すなわち組織が処理しなければならない情報が増えたと

き、流通システムはどのように市場適合を図るだろうか。本論の目的は、環境適応の視座か

ら企業のドメインと当該企業が編成する流通システムの構造との関連について論じるもので

ある。 

 本論は、プラス株式会社（以下、「プラス」という。）のアスクル事業による流通システム

とコクヨ株式会社（以下、「コクヨ」という。）の販売会社の設立にかかる両者の行動を比較

する。アスクル事業は文房具市場の流通構造を変えた新たなビジネス・モデルとして多くの

研究で取り上げられている。ただしその視座は先行するコクヨの流通システムへの対立軸と

して論じられているのがほとんどである。たしかに両者に対立構図は成立するものの、しか

しコクヨのチャネル行動は決してアスクルの追随にとどまるものではない。アスクルとはま

た別の目的を持った流通システムをコクヨは編成した可能性も考えられる。 

 両者は 1990 年以降、情報量が増加した市場において情報化を原動力に流通システムを再

編成した。ただしその行動は両者によって異なる。プラスはアスクルという卸機能をメーカ

ーから分離した。一方コクヨは卸機能を資本統合し、販売会社を設立した。この違いは、そ

れぞれが定義する活動領域に依存すると考えられることから、ドメインと流通システムのパ

ターンを比較する。これにより、メーカーのマーケティング戦略においてどのような価値を

提案しようとするとき卸売業を他社にゆだね、またどのような価値を提案しようとするとき

卸売業を所有権によって自社に統合しようとするのかという問いに答える。 

 市場の情報化を原動力とする事業システムについては 2つの設計思想を用いる。ひとつは

情報処理のスピードを競争力とするもの、もうひとつは異質な情報を結合することで価値を

生み出すことを競争力とするものである（加護野 2005）。前者ではさらに、情報処理モデル

（加護野 1980）を使用する。情報プロセシング構造としての環境適合が組織の有効性を決

定すると考える。一方後者では、知識創造モデル(Nonaka and Takeuchi 1995)を使用する。

持続的競争優位を可能とする知識資産の構築は組織内部での生成が基本である。卸売商を統

合したのは、知識資産の構築を行うためであると仮定する。本論では事業システムとしての

この 2つの設計思想を分析フレームとして事例検討を行う。 

 

２ 事例検討 

 まず、問いの前提としたのが、文房具市場においてなぜ流通系列化は合理性を失ったのか。

その原因の特定である。文房具市場は、戦後、大量生産体制を整えた大手メーカーがその販

売チャネルとして地域に存在する伝統的商業者を組織化し、販路を形成することで創出され

てきた。いわゆる流通系列化である。1980年代に入ると市場が成熟し、ニーズが多様化する。

本論で着目したのは、流通システムを情報処理機関としてとらえた場合の、その情報処理能

力である。異質な情報の増加によって組織が求められる情報処理は複雑性を増した。しかし、

価格維持や販売ルートを明確にするために組織化された流通系列化は、異質な情報を処理す

る機能を持ち得ていなかった。これが、流通系列化が成熟市場において合理性を失った理由
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である。 

 そこで登場したのが、プラスのアスクル事業である。アスクル事業は、流通における物流

と情報流を分業することで市場適合を図った流通システム・モデルである。 

 アスクル事業は 1993 年、プラスの販売事業としてスタートした。その特徴のひとつが市

場の選定である。需要量が少ないがために見過ごされていたニーズ、すなわち、中小規模事

業所を顧客にあらゆるオフィス用品をほしい時にほしい分だけ速やかに届けることがアスク

ル事業のコンセプトである。このときに採用したのが、エージェント制と呼ばれる流通シス

テムである。エージェント制によってなされたのが、アスクルとエージェントの明確な機能

分担である。流通においてエージェントが担うのは顧客に対する営業の部分、すなわち顧客

開拓、代金の回収そして顧客管理である。その他の部分、たとえば製品の選定、価格の決定、

在庫管理、受注、商品の配送などはアスクルが行う。 

 本ケースで着目したのは、このようにアスクルと小売商（エージェント）が分業体制をと

ることで、情報処理にかかる意思決定権限を分権化していることである。市場では、文房具

製品が多様化し、処理しなければならない情報が増加した。このとき、メーカー、アスクル、

小売業それぞれが行うべき情報処理の負担を軽減するため、意思決定権限が分権化された。

その結果、多様なニーズが発生しているところ、すなわち市場に最も近いところで当該情報

の処理を行うことを可能とした。アスクルはこのように、意思決定にかかる各機能の負担の

軽減と、情報発生源に近いところで情報処理を可能としたことで、情報プロセシング・シス

テムとしての環境適合が図られた組織であるといえる。 

 一方で、情報化を原動力とする組織構造はアスクルが示すように情報処理単位の細分化に

よってのみ、組織の有効性を高めるものなのだろうか。たとえばコクヨは、卸売商を所有権

によって統合し、販売会社を設立した。意思決定権限の分権化だけでは、異質な情報を統合

することで新たな価値を生み出そうとする仕組みは説明できない。 

 コクヨは、1905年の創業以来、様々な製品開発を展開している大手文房具メーカーである。

紙製品の製造から始まり、文房具、オフィス家具と製品ラインを拡張し、今ではオフィスに

あるほとんどすべての製品をコクヨでそろえることができるほどの製品開発技術を持ってい

る。 

2002年、コクヨが販売会社を設立した目的は、この製品開発技術を使って、顧客が理想と

するオフィスを提案することである。1990年以降、パソコンの普及に伴いオフィスは大きく

変わった。それに伴い、オフィス環境に関する人々の認識も大きく変わったといえるだろう。

大量の情報を誰もが簡単に処理する機能が標準化されると、次第に情報を媒体とした知の創

出がオフィスに求められるようになる。オフィスは情報を処理する場からコミュニケーショ

ンをとおして知や情報を共有する場へと変化する。コクヨがターゲットとしたのは、こうし

たオフィスづくりに関心の高い層である。彼らに対して、コクヨのこれまでの製品開発技術

を生かし、彼らの望む理想的なオフィスを提供することがコクヨの目的である。 

では、この目的を達成するにあたり、なぜコクヨは販社でなければならなかったのだろう

か。知識・情報の生成には知が交わる「場」が必要である。コクヨ販売会社は、顧客と対話

を交わすことで顧客と知識を共有する「場」を持ち得ていた。そしてこの「場」において組
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織は最小有効多様性と情報の冗長性を備えている必要がある。知識あるいは情報を創造しよ

うとする際、市場の多様な情報に対応しうるだけの多様を組織はその内部に持つ必要がある。

多様なニーズを個人の経験価値に変換する、あるいはコクヨの製品開発技術を顧客ニーズに

対応する個別性の高い販売サービスに転換するためには、多様な情報を処理し、適切な部署

へ正確に伝達する機能が必要である。このため組織は情報伝達チャネルの多様性を備えてい

なければならない。さらに、情報の連続性や冗長性は対話を円滑にする。知識創造の原動力

は対話である。多様な情報を収集し、それが多様な視角から議論される中で、知識は精緻化

され他者あるいは集団に認められるものとなる。このとき、情報間の関係生成が柔軟に行わ

れなければならない。組織はできるだけ多くの起こりうる可能性に十分対応できるだけの冗

長性を含んでいる必要がある。コクヨにとってコクヨ販売会社はこれらの条件を備えるため

に必要な機関であった解釈できる。そしてコクヨ販売会社によって持ちうる、知識を創造す

る「場」のデザインがコクヨの事業システムの競争力であると言えるだろう。 

 

３ 結論 

 これまで、流通システムに関する研究は、製販の取引関係に着目されることが多かった。

本論では、そのフレームを一部で踏襲しつつも、流通システムという構造が持つ競争力に着

目し、メーカーのドメインと流通システムの適合関係の説明を試みたものである。 

 なかでも情報化を原動力とする強みに焦点を絞り、次のことを明らかにした。速度を競争

力とする場合、事業システムは効率を目的とした分業型が適している。意思決定権限の分権

化やネットワークが事業システムの条件となる。提供される価値としては、購買利便性や低

価格を訴求することが可能である。しかしながらこの事業システムはニーズを所与のものと

してとらえているところに限りがあるといえよう。市場やニーズあるいは競争は環境の影響

を受けながらもその主体の営為により生み出されるものである。組み合わせ型は、特定の価

値を提供するというよりはむしろ価値を生み出そうとするプロセスに競争優位がある。この

場合、顧客の個別ニーズに応じた価値、すなわちカスタマイズが可能となる。このときの事

業システムは多様性を含んだ「場」のデザインや組織化が必要となる。 

 本論は、プラスとコクヨの流通システムについてそれぞれの戦略と関連付けることで比較

検討を行った。なかでも、コクヨの優れた点は事業領域の決定に表れているといえるだろう。

たしかにコクヨは、アスクルと比べると流通システムの再編に出遅れたかもしれない。しか

し、コクヨの強みは、全国に販売会社を抱えるほどの大規模企業グループでありながら、環

境の変化に対し、柔軟に事業領域を変更し、一丸となってそれを実行したところにあるので

はないだろうか。このようなコクヨの経営力を論じえたことが本論文の貢献であると考える。 
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